
公益社団法人日本義肢装具士協会 

2025 年度 事業計画 

（2025 年 5 月 1 日～2026 年 4 月 30 日） 

事業概要 

本会の事業は、講座事業、災害支援事業、学術大会、研修セミナー、国際支援活動事業、学術誌・白

書の発行など、臨床現場において対象者に質の高い適合技術を提供するため、義肢装具士の資質の向上、

専門知識の向上を図ることにより、対象者の社会参加と社会的理解の促進が直接的目的であり、ひいて

は国民の保健・医療・福祉に寄与することを目的としている。 

Ⅰ．公益目的事業 

1 義肢装具をはじめとした福祉用具を必要とする者の生活の質の向上に資する事業 

1-1 講座事業 

本事業では、国民に対し、義肢装具等の福祉用具を必要とすることが非日常ではないことや、

義肢装具等の福祉用具を使用しながら良質な日常生活を送ることに対する理解を深め、対象者

の日常生活の質の向上を目的として実施する。 

1）市民公開講座（学術大会の開催に関する事業） 

第 31回学術大会において、市民公開講座を開催する。（7月 20日） 

・「POとスポーツ義足とユーザーとのつながり（仮）」 

・「薩摩切子の伝承と革新（仮）」 

2）教育機関等への義肢装具啓発プログラム（障がい者、義肢装具士の啓発に関する事業） 

  教育機関等からの要請を受けて、上期 1 回・下期 1 回の年度 2 回程度の実施を予定。 

1-2 災害時支援事業 

本事業では、国内外の自然災害・紛争等の被災地域において被災生活を送る者への生活支援

及び義肢装具等の福祉用具の供給に関する支援を各行政機関や関連団体と連携して実施する。 

1） 一般社団法人日本災害支援リハビリテーション支援協会（JRAT）の構成団体としての取

り組み（大規模災害被災者支援に関する事業） 

理事会、各委員会への理事および委員の派遣、有事の際の人員派遣、福祉用具調達支援

の調整、マニュアルの整備を行う。 

2） ミャンマー難民切断者支援（大規模災害被災者支援に関する事業） 

ミャンマー難民切断者に対する義肢供給、製作設備の拡充、人材育成等の支援を見据え

た調査および準備を行う。 

 



2 義肢装具をはじめとした福祉用具に関する学術・技術の向上、研究開発及びその成果の普及・振

興に資する事業 

2-1 学術大会 

本事業では、義肢装具等の福祉用具に関する学術を普及・発展させ、臨床に役立つ知識と技

術を向上させる目的で、教育講演並びに対象者に関する医療、リハビリテーション及び日常生

活面での支援について臨床経験又は学術経験を有する者の研究成果発表、及び最新機器等の情

報提供を行う。 

1）学術大会（学術大会の開催に関する事業） 

2025 年 7 月 19 日（土）、20 日（日） カクイックス交流センター（南日本支部） 

2-2 研修セミナー・講習 

本事業では、義肢装具士に対する教育を目的として研修会を実施する。義肢装具士が義肢装

具等の福祉用具に関する最新技術又は知識を学び、臨床において従来から実施している医療技

術を応用発展することで、対象者へより良質な医療技術の提供を実現する。また、義肢装具士

養成教育の質の向上を目的として臨床実習指導者講習会を実施する。 

1）義肢装具士に対する教育セミナー（研修セミナーに関する事業） 

・2025年 6月 22日(日)予定 オンライン WEBセミナー、担当：全国セミナー 

義肢装具事業所・義肢装具士に関わる労働安全衛生法令セミナー  

～大丈夫ですか？ あなたの職場環境は？～ 

・2025年 9月 13日(土) 対面座学・WEB（ハイブリット開催）、担当：研修委員会東北支部 

  フットケアで繋がる多職種連携と義肢装具士 

    ～東北の POが支える地域社会～ 

・2025年 9月 13日(土)～15日(月・祝) 実技セミナー、担当：研修委員会南日本支部 

  坐骨収納型ソケット実技セミナー ライナー編 

    ～正確な知識と技術を習得するために～ 

・2025年 10月 11日(土)～12日(日) 実技セミナー、担当：研修委員会西日本支部 

  下腿義足バキュームソケットの基礎と応用 

    ～先輩から学ぶ永久保存版ノウハウ～ 

・2025年 10月（予定）オンライン WEBセミナー、担当：研修委員会北海道支部 

  装具相談窓口事業における他職種連携 

    ～広大な北海道で装具フォローアップにどう立ち向かうべきか～ 

・2026年 2月（予定）実技セミナー、担当：研修委員会東日本支部 

  前腕義手顆上支持式ソケットの採型と陰性モデル適合 

    ～後進への技術伝達～ 

・2026年 2月（予定）対面座学 、担当：研修委員会中部日本支部 

  就労支援を目的とした義手の考え方、訓練について 

・タスク・シフト／シェア研修会－フットケア・足病分野－（開催時期未定） 



2）養成教育推進のための講習会 

・臨床実習指導者講習会 

2025 年 8 月 23 日（土）、30 日（土）オンライン開催，担当：養成教育委員会 

2-3 新たに資格を取得した者に対する教育及び専門技能教育 

本事業は、新たに義肢装具士の資格を取得した者に対し、義肢装具士の業務について理解を

深め、義肢装具士が対象者にとって医療技術を習得した専門家としての支援者になるための育

成カリキュラムを提供する。また、義肢装具士はそれぞれの専門分野における臨床能力を高め

ていくことが社会的にも求められている。このニーズに対応するため、専門領域ごとに「専門

技能コース」を開催する。 

1）生涯学習・標準カリキュラムの実施（生涯学習に関する事業） 

・義肢装具士免許を取得して 5 年以内の者を対象として、Web 方式および対面式にて新人

プログラム、一般プログラム（臨床コース、研究基礎コース）を開講する。 

2）専門技能コースの実施（生涯学習に関する事業） 

・標準カリキュラムを修了した者を対象として、Web 方式および対面式にて専門領域ごと

に「専門技能コース」を開催する。2025年度は「脳卒中領域」のコースを開講する。 

 

3 国際協力及び貢献に資する事業 

3-1 国際支援活動事業 

本事業は、福祉用具に関する技術及び使用に関して発展・開発途上にある国又は地域の人々

に対する支援として、海外在住の対象者(国籍問わず)に対し、日本の福祉用具に関する最新医

療技術を提供する義肢装具士の活動に対して助成するもので、義肢装具士の技術及び臨床経験

を活かして、海外の対象者の日常生活の質の向上及び福祉用具の普及・発展を図るための、国

際協力・国際貢献事業である。 

1） 国際支援活動助成の実施（国際交流及び国際支援に関する事業） 

国際支援活動助成の申請がなされた場合、支援活動の内容、費用等の審査を行う。 

3-2 関連団体との連携・支援事業 

本事業では、医療技術関連団体と連携協力し、国内外の福祉用具に関する医療技術の普及・

発展に貢献できるよう活動を行う。行政機関、独立行政法人、公益法人及び公益性のある団体

が実施する学術、教育、講演、国際支援などの活動に対し、学術・技能向上のための提携交流、

業務の受託、支援活動、助成等を行うことがある。 

1） 各地域における（一社）日本義肢協会、（一社）日本義肢装具学会等の義肢装具関連団体

との協力・協働事業の実施 

 



4 義肢装具をはじめとした福祉用具に関する刊行物の発行及び調査研究事業 

4-1 学術誌「PO アカデミージャーナル」 

福祉用具に関する学術論文集として、学術大会等で発表され、その研究成果について討議さ

れた義肢装具士の優れた研究論文及び義肢装具士の職域に関連する学術情報を特集記事とし

て提供する学術誌を発行する。 

1）PO アカデミージャーナルの発行（学術誌の編集に関する事業） 

・33 巻 1 号（令和 7 年 6 月 1 日発刊予定） 

・33 巻 2 号（令和 7 年 9 月 1 日発刊予定） 

・33 巻 3 号（令和 7 年 12 月 1 日発刊予定） 

・33 巻 4 号（令和 8 年 3 月 1 日発刊予定） 

4-2 白書の発行 

対象者へのより質の高い福祉の増進を実現するため、福祉用具に関する実態を調査し、義肢

装具士の技術の展望を検証する。医療領域、福祉領域、労災領域等核領域における福祉用具の

需要と供給の実態調査や義肢装具士の実態調査及び展望など、各テーマにそった調査・編集を

行い、白書として刊行する。 

1） 義肢装具士白書 2025 の発刊（義肢装具士白書編集委員会） 

アンケート調査を実施し、義肢装具士白書 2025 を発刊する。 

 

Ⅱ．その他の事業（相互扶助等事業） 

1．WEB サイトでの会員限定の情報提供 

2．各支部（地域）での会員管理や運営方法についての会議 

3．会員表彰 

4．全正会員を対象とした義肢装具士賠償責任保険制度 

Ⅲ．理事会・総会等の開催 

１．理事会 

1-1 2025 年 6 月開催 ： 2024 年度決算及び事業報告の決議 

1-2 2025 年 7 月開催 ： 新役員による会長の選出等 

1-3 2025 年 9 月 開催 ： 業務執行理事による各事業の進捗確認 

1-4 2025 年 12 月 開催 ： 業務執行理事による各事業の進捗確認 

1-5 2026 年 3 月 開催 ： 2026 年度事業計画案及び予算案の決議、2025 年度の総括 

2．総 会 

2-1 定時社員総会 2025 年 7 月開催予定： 2024 年度決算及び事業報告の承認等 

 

 以上 


